
１　令和６年度学校給食実施状況総括表

実施数 比率（%) 実施数 比率（%) 実施数 比率（%) 実施数 比率（%)

学校数
　(校)

218 217 99.5 0 0.0 0 0.0 217 99.5

児童数
　(人)

75,789 75,786 99.9 0 0.0 0 0.0 75,786 99.9

学校数
　(校)

96 92 95.8 0 0.0 4 4.2 96 100.0

生徒数
　(人)

38,779 37,875 97.7 0 0.0 904 2.3 38,759 99.9

学校数
　(校)

2 2 100.0 0 0.0 0 0.0 2 100.0

生徒数
　(人)

443 443 100.0 0 0.0 0 0.0 443 100.0

学校数
　(校)

316 311 98.4 0 0.0 4 1.3 315 96.6

児童生徒数
　(人)

115,011 114,104 99.2 0 0.0 904 0.8 115,008 100.0

学校給食の実施状況
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補食給食完全給食総数

給　　　食　　　実　　　施

　学校給食は,「学校給食法」、「夜間課程を置く高等学校における学校給食に関す
る法律」「特別支援学校の幼稚部及び高等部における学校給食に関する法律」の３つ
の法律にもとづいて実施され、成長期における児童生徒の健康増進を図るため、栄養
バランスのとれた食事を提供し、併せて、望ましい食習慣の形成を図る重要な教育の
場であり、教育活動の一環として実施するものである。食事内容によって完全給食
（米飯、パンまたはめんの主食、ミルク及びおかずによる給食)、補食給食（ミルク
及びおかずによる給食）、ミルク給食（ミルクのみの給食）の３つの形態に区別され
ている。
　本県における令和６年度の公立学校における完全給食の実施状況（令和６年５月１
日現在）は、小学校99.5% 、義務教育学校100％、中学校95.8％である。
　

(令和6年5月1日現在）
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２　小・中学校給食実施状況

　(1)市町別学校給食実施状況集計（小学校）

米飯給食

１週間
当たり
の回数

（校） （人） （校） （人）（校）（人）（校）（人） （回） （円） （回）

大 津 市 37 17,858 37 17,858 0 0 0 0 185 4,036 4

彦 根 市 17 5,849 17 5,849 0 0 0 0 190 4,100 3.5

長 浜 市 23 5,508 23 5,508 0 0 0 0 192 4,000 4
義務教育学校
2校は含まない

近江八幡市 12 4,562 12 4,562 0 0 0 0 184 4,400 4  

草 津 市 14 8,297 14 8,297 0 0 0 0 186 4,500 4.5

守 山 市 9 5,520 9 5,520 0 0 0 0 185 4,300 3

栗 東 市 9 4,161 9 4,161 0 0 0 0 183 4,450 5

甲 賀 市 21 4,410 21 4,410 0 0 0 0 195 3,500 3.5

野 洲 市 6 2,766 6 2,766 0 0 0 0 188 4,200 4

湖 南 市 9 2,925 9 2,925 0 0 0 0 193 3,800 4

高 島 市 13 1,833 12 1,830 0 0 0 0 193 4,000 4.5 １校未実施

東 近 江 市 22 5,915 22 5,915 0 0 0 0 185 4,400 4

米 原 市 9 2,001 9 2,001 0 0 0 0 194 4,100 4

日 野 町 5 1,042 5 1,042 0 0 0 0 190 3,600 3.5

竜 王 町 2 588 2 588 0 0 0 0 195 4,600 4

愛 荘 町 4 1,378 4 1,378 0 0 0 0 193 4,000 4.5

豊 郷 町 2 417 2 417 0 0 0 0 192 4,000 4

甲 良 町 2 294 2 294 0 0 0 0 192 4,400 4

多 賀 町 2 465 2 465 0 0 0 0 196 4,000 4

合 計 218 75,789 217 75,786 0 0 0 0

190.053 4,126 45381.37 238.783163

＊給食費は完全給食を対象とした平均月額である。
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学校数
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(令和６年５月１日現在)

総数
年間実施

完全給食

学校
数
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学校
数

実施数

ミルク給食

実施数

＊人数は令和6年5月1日現在のものである。

給食費

備 考
予定回数 平均月額実施数



　(2)市町別学校給食実施状況集計（中学校）

米飯給食

１週間
当たり
の回数

（校） （人） （校） （人） （校） （人） （校） （人） （回） （円） （回）

大 津 市 18 8,701 18 8,701 0 0 0 0 181 4,772 4

彦 根 市 7 3,003 7 3,003 0 0 0 0 183 4,300 4

長 浜 市 10 2,997 10 2,997 0 0 0 0 192 4,400 4
義務教育学校
２校は含まない

近江八幡市 4 2,181 4 2,181 0 0 0 0 184 4,800 4  

草 津 市 6 3,782 6 3,782 0 0 0 0 177 5,300 4.5

守 山 市 4 2,827 4 2,827 0 － 0 － 170 4,900 3

栗 東 市 3 2,022 3 2,022 0 － 0 － 171 4,950 5

甲 賀 市 6 2,218 6 2,218 0 0 0 0 195 4,000 3.5

野 洲 市 3 1,416 3 1,416 0 0 0 0 188 4,900 4

湖 南 市 4 1,445 4 1,445 0 0 0 0 193 4,500 4

高 島 市 6 1,106 6 1,106 0 0 0 0 193 4,500 4.5 　

東 近 江 市 9 3,152 9 3,152 0 0 0 0 189 5,000 4

米 原 市 6 1,026 6 1,026 0 0 0 0 194 4,600 4

日 野 町 1 534 1 534 0 0 0 0 183 4,200 3.5 　

竜 王 町 1 338 1 338 0 0 0 0 196 5,100 4

愛 荘 町 2 749 2 749 0 0 0 0 193 4,400 4.5

豊 郷 町 1 220 1 220 0 0 0 0 187 4,900 4

甲 良 町 1 158 1 158 0 0 0 0 187 4,900 4

多 賀 町 1 188 0 0 0 0 1 188 － － － ミルク給食扱い

合 計 93 38,063 92 37,875 0 0 1 188
県立中学校
は含まない

#REF!

＊給食費は完全給食を対象とした平均月額である。

総数
年間実施
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＊人数は令和6年5月1日現在のものである。



　(３)市町別学校給食実施状況集計（義務教育学校）

米飯給食

１週間
当たり
の回数

（校） （人） （校） （人） （校） （人） （校） （人） （回） （円） （回）

長 浜 市 2 443 2 443 0 0 0 0 192 4,200 4

合 計 2 443 2 443 0 0 0 0

192 4,200 46,200 240.625

＊給食費は完全給食を対象とした平均月額である。

4929
-729

　 　

＊人数は令和6年5月1日現在のものである。
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年間実施 給食費

備 考
予定回数 平均月額

学校
数

実施数
学校
数

実施数
学校
数

実施数



３

１週間 月額
あたり （円）

大 津 清 陵 高 等 学 校
（ 馬 場 分 校 ）

113 完全 192 自校 4.5 4,500

瀬 田 工 業 高 等 学 校 21 完全 195 自校 5.0 5,200

彦 根 工 業 高 等 学 校 37 完全 185 自校 4.5 6,000

長 浜 北 星 高 等 学 校 46 完全 186 自校 4 5,300

能 登 川 高 等 学 校 17 完全 156 委託 4.5 4,278

合 計 234

盲 学 校 23 完全 191 自校 4.5 5,200

聾 話 学 校 40 完全 189 委託 3.5 5,250

野 洲 養 護 学 校 421 完全 186 委託 3.5 5,300

八 日 市 養 護 学 校 223 完全 189 委託 3
小:5,200

中高:5,300

三 雲 養 護 学 校 312 完全
小中:183
高:180

委託 3.5
小：5,000
中：5,300
高：5,500

北 大 津 養 護 学 校 202 完全 186 委託 4.0 5,257

長 浜 養 護 学 校 210 完全
小中:186
高:188

委託 3 5,500

草 津 養 護 学 校 379 完全 183 委託 3 5,300

鳥 居 本 養 護 学 校 9 完全 180 委託 4.5 5,900

甲 良 養 護 学 校 214 完全 189 委託 3.5 5,300

新 旭 養 護 学 校 74 完全
小中:184
高:183

自校 4.5 5,200

合 計 2107

＊給食費は完全給食を対象とした平均月額である。

夜間定時制高等学校・特別支援学校給食実施状況

学　校　名
給食
回数
(回)

給
食
区
分

(令和６年５月１日現在)

形態

米飯給食

実施回数(回）給食実施
児童生徒
数（人）

＊人数は令和6年5月1日現在のものである。

＊夜間定時制高等学校の人数は、実際に給食を受ける人数である。
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 本県の学校給食のあゆみ 

年 度 内       容 

昭和 5年 

 

 

 

 

水口町立水口小学校において、貧困児童、身体虚弱児を対象に補食給食として

昼食給与が始まり、その後、長浜市立長浜小学校（昭和７年）、大津市立瀬田小

学校（昭和９年）、五個荘町立五個荘北小学校（昭和 10年）において貧困児・虚

弱児のために栄養給食を実施し県内に拡大普及していったが、戦争による給食物

資の極度な不足、社会情勢の混乱のため休止された。 

昭和 22年 2月 

 

アメリカからの援助物資である脱脂粉乳による給食が、大津・彦根・長浜の３

市の小学校で実施され、これが次第に県内全域に波及した。 

昭和 29年 

 

「学校給食法」の制定など学校給食の制度化と相まって、学校給食の普及率は

飛躍的に上昇し、昭和 32年で 34％を占めるようになる。 

昭和 38年 

 

ミルク給食の義務教育諸学校全面実施の方策が国において打ち出され、これに

対応して県内ほとんどの学校で、ミルク給食の実施が図られた。 

昭和 45年 

 

 

保健体育審議会の「義務教育諸学校における学校給食の改善充実方策につい

て」の答申が出され、学校給食の進むべき方向が打ち出されるとともに、県内の

各学校においても漸次学校給食実施体制の整備充実が図られてきた。 

昭和 46年 

 

 

 

 

文部省告示により学校給食実施基準、夜間定時制高校実施基準が一部改正さ

れ、所要栄養量の基準の改定が行われ、これに基づき「学校給食の食事内容につ

いて」の体育局長通知により、標準食品構成表が示され食事内容の充実が図られ

た。昭和 46 年の給食実施率は、小学校・中学校・夜間定時制高校全体で完全給

食 78．5％、ミルク給食 20．7％、補食給食 0．8％と、100％の実施率であった。 

昭和 49年 

 

学校給食専門職員である学校栄養職員が制度の切替えにより県費負担職員と

なり、本県では 54名が適用された。 

昭和 51年 

 

 

 

 

 

 

学校給食制度上に米飯が正式に導入され、食事内容の多様化が図られ、栄養に

配慮した米飯の正しい食習慣を身に付ける見地からも教育上有意義であるとし

て、本県においても積極的な取り組みが行われた。委託炊飯工場として昭和 53

年に水口町に湖南工場が、昭和 54 年に彦根市に湖北工場が稼働し、これを機に

米飯給食が急速に普及していった。これに伴い、地場産物を活用した郷土食がメ

ニューに取り入れられ、日本古来の“はし”の使用とともに食文化継承としての

教育活動が行われるようになった。 

昭和 55年 

 

 

滋賀県小・中学校教育研究会保健部会のメンバーとして給食主任・栄養職員が

位置づけられ、健康教育の中の給食指導として関係者と有機的な連携の中で充実

した教育活動が継承されるようになった。 

昭和 58年 

 

本県で「中日本学校給食研究協議会」が開催され、学校給食における教育効果

について再認識された。 

昭和 60年 

 

「学校給食研究指定校」が設けられ、秦荘町立秦荘西小学校がこれを受け、ラ

ンチルームでの給食指導を定着させる等、教育効果を上げたのをきっかけに、継

続して研究推進校を指定し、昭和 63 年には中学校として初めてマキノ町立マキ

ノ中学校が指定された。 

昭和 62年 県指定による「学校・家庭連携推進地域指定」が設けられ、竜王町学校給食セ

ンターが受け、同時に竜王町が日本体育・学校健康センターの昭和 62・63 年度

「学校・家庭連携推進地域指定」も合わせて受けた。学校給食をもとに地域ぐる

みで郷土の特色を持った食教育に取り組み、家庭・地域の教育力の高揚に努めた。 

 



                   

年 度 内       容 

平成元年 本県で初めて文部省の「学校給食改善研究指定校」として、栗東町立治田西小

学校が受けた。みんなが進んで取り組む楽しい給食を求めて、学校給食の充実が

図られた。４月には学習指導要領の改訂に伴い、学校給食は特別活動に位置づけ

られ、学校給食指導における専門職としての学校栄養職員の果たす役割が強調さ

れた。 

平成２年 新規採用学校栄養職員研修が実施された。また、４月から米生産県としての本

県独自の施策として、学校給食用米穀供給補助事業が実施され、学校給食に良質

米を供給し、米飯給食の推進および日本型食生活の定着に努め始めた。 

平成４年 中堅学校栄養職員研修の宿泊研修が全国６ブロックで実施されることになり、

近畿ブロックで最初の開催県となった。 

平成５年 7 月、「第 34 回全国学校栄養職員研究大会」を大津市民会館を中心として開催

し、全国から約 1,600名の参加をみた。第１日目は全体会、第２日目は７分科会

を開催した。 

平成６年 平成５年度産米が、異常気象の下で戦後最低の作柄となり、平成６年度学校給

食用米穀は 4～10月の間、従来の政府米にかえて自主流通米を供給することとな

り、本県においても県内産の日本晴で対応した。 

平成 7年 11 月１日より新食糧法が施行。「学校給食用米穀取り扱い要領」等が変更され

た。 

平成 8年 学校給食用米穀の政府値引き率が引き下げられた。５月末より学校給食におい

て、病原性大腸菌Ｏ157による食中毒が全国各地で発生した。県では対策会議（教

育委員会内に緊急対策チームを設置）を開催し、その予防と対応にあたり、夏季

休業中に学校給食施設等の緊急点検を行った。８月の「学校環境衛生の基準」の

一部改訂に伴い、日常点検等の充実を図るなど、衛生管理の徹底に努めた。 

8 月中旬に本県２巡目の新規採用学校栄養職員近畿ブロック宿泊研修を大津市で

開催した。 

平成９年 4 月に「学校給食衛生管理の基準」が示され、この基準に基づいて衛生管理の

徹底に努めることとなった。５月には、東海・北陸・近畿ブロック学校給食研究

協議会（文部省・15府県参加）を大津市で開催し、現下の諸課題について協議し

た。 

新規採用学校栄養職員研修に校内研修が含まれるとともに、新たに経験者研修が

実施されることになった。 

国の財政構造改革の一環として、６月の閣議において、学校給食用米穀の値引

き措置の廃止が決定され、集中改革期間の３年間（平成 10 年～12 年）で段階的

に廃止されることになった。これにより、自主流通米対応へ移行する都道府県も

多くなったが、本県ではこの間も政府米の供給を行うこととした。 

平成 10年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４月に県内各中学校で「心を育む学校給食週間」を実施し、生徒の心に思いや

りと豊かさを育むための種々の取り組みを行った。 

文部省では、平成 10年度から新たに「健康教育総合推進モデル事業」（3 ｹ年）

を開始し、多賀町が「望ましい食習慣の育成」を課題に地域指定を受けた。 

６月、文部省より、食に関する指導の充実についての通知が出され、さらに同

月の教育職員免許法の一部改正に伴い、食に関する指導を実施するため、学校栄

養職員の特別非常勤講師としての活用を図ることとなった。 

10 年度～12 年度まで文部省の「パソコンを活用した食に関する指導の実践研

究」を８ヶ所（大津市 3ヶ所、草津市、甲南町、近江八幡市、愛東町、長浜市）

が受け、情報通信等を活用した食に関する指導についての実践研究に取り組ん

だ。 



                   

年 度 内        容 

平成 12年 

 

４月「特別非常勤講師としての学校栄養職員の活用について」を通知し、各市

町村に推進を図った。 

八日市市が文部省の「衛生管理推進地域指定」（３年間）を受け、効果的な衛

生管理体制のあり方について、実践的な研究を行った。水口小学校が文部省の「食

生活に関する教育実践事業」を、愛東町が日本体育・学校健康センターの「学校

給食における学校・家庭・地域連携推進事業」を受け、望ましい食生活のあり方

の実践研究を行った。 

学校給食用牛乳供給事業の改正により、２学期から入札制度による供給になっ

た。また、本県における学校給食用米穀は平成 13 年 1 月から政府米「日本晴」

を自主流通米「こしひかり」に変更することになった。 

 

平成 13年 日本体育・学校健康センターが年度末で学校給食用小麦粉の取り扱いを廃止す

ることとなった。県学校給食会は 14 年度以降の供給が円滑に行えるよう物資選

定委員会を開催し、新たな供給システムと県内産小麦の使用について検討を行っ

た。その結果、14 年度よりパン、ソフト麺に 10％の県内産小麦を使用し、また

希望の市町へ無洗米の供給を実施した。 

 

平成 14年 県全体の取り組みである「湖国菜の花エコプロジェクト」の一環として、県教

育委員会では「菜の花でうみのこを動かそう事業」を開始した。各校で菜の花を

栽培し、その油を学校給食で使用し、廃油は学習船「うみのこ」の燃料とする事

業で、平成 15年 10月～11月に、県内の小学校および小学校の全学校給食調理場

において、菜種油の特徴を生かした料理を取り入れた。また、児童にその日の献

立への関心をより深めさせるため、学校栄養職員を中心とした食に関する指導が

行われた。 

15年３月、学校給食衛生管理の基準が一部改訂された。 

平成 15年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５月、学校給食における栄養所要量の基準が改訂され、食に起因する健康問題

が深刻化している現代において、学校給食の果たす役割から栄養所要量の考え方

が大きく変わった。愛東町が文部科学省の「安全かつ安心な学校給食推進事業」

の推進地域（２年間）となり、生産、納入業者等と連携した安全かつ良質な物質

の供給や安全かつ安心な学校給食の実施に関した研究を行なった。甲賀町が日本

体育・学校健康センター（平成 15年 10月より独立行政法人日本スポーツ振興セ

ンター）の「学校給食における学校・家庭・地域連携推進事業」を受け、望まし

い食生活のあり方の実践研究を行った。６月、日本体育・学校健康センターおよ

び県学校給食会と共催し、文部科学省の後援のもと、「中日本学校給食衛生管理

講習会」を米原町学校給食センターを会場に開催し、学校栄養職員等が各都道府

県において衛生管理指導者として適切な指導・助言が行えるよう研修を行った。 

平成 16年 平成 15年度産米の作柄が悪く、平成 16年２月から 10月まで県奨励品種の「秋

の詩」と「日本晴」のブレンド米となった。また、平成 16 年度からパン、ソフ

ト麺に 20％の県内産小麦を使用することになった。 

近江八幡市が文部科学省の「学校を中心とした食育推進事業」を受け、学校から

情報を発信し、家庭や地域の団体と連携、協力して食育を推進する取り組みを実

施した。 

５月、食育を推進していく上で特に学校における食に関する指導体制を整備す

ることが必要であることから、栄養教諭制度の創設を柱とする学校教育法等の一

部を改正する法律が公布された。 

平成 17年３月、学校給食衛生管理の基準が一部改訂された。 



                   

 内        容 

平成 17年 平成 17 年度から（３年間）「栄養教諭育成講習事業」（教育職員免許法附則第

18項）の開催により、学校栄養職員が栄養教諭免許を取得するために必要な単位

について受講した。 

文部科学省指定「学校を中心とした食育推進事業」を近江八幡市と浅井町が受

け、学校から情報を発信し、家庭や地域の団体と連携、協力して食育を推進する

取り組みを実施した。 

平成 17 年度から長浜市が独立行政法人日本スポーツ振興センターの「学校給

食における学校・家庭・地域連携推進事業」（２年間）を受け、望ましい食生活

のあり方について実践研究を行った。 

県では、「湖っ子食育推進事業」により学校における食に関する指導のあり方

や推進の仕方を検討し、食育を推進する取り組みを始めた。 

平成 18 年１月、県では、栄養教諭制度の導入の趣旨や職務内容等を明記した

「栄養教諭制度について」を通知した。 

 

平成 18年 県内に栄養教諭(小学校４名）が配置され、食育推進モデル校として学校にお

ける食育推進の充実を図った。 

文部科学省委嘱事業「栄養教諭を中核とした学校・家庭・地域の連携による食

育推進事業」を大津市（瀬田東小）、彦根市（稲枝東小）が受けた。「地域に根ざ

した学校給食推進事業」を近江八幡市（八幡小）、守山市（守山小）が受け、学

校給食に地場産物を積極的にとり入れ、生きた教材として食に関する指導を行う

実践研究を行った。 

平成 19年 県内に栄養教諭７名（小学校５、中学校１、県教委１）が配置され、合計 11

名になった。 

文部科学省委託事業「栄養教諭を中核とした学校・家庭・地域の連携による食

育推進事業」を長浜市（長浜小）、野洲市（野洲小）が受け、また「地域に根ざ

した学校給食推進事業」を米原市（米原小）、東近江市（能登川東小）が受けて、

家庭や地域と連携した食育推進に取り組んだ。平成 19 年～20 年度の２年間、甲

賀市（柏木小）が独立行政法人日本スポーツ振興センターの「学校給食における

学校・家庭・地域連携推進事業」を受け、望ましい食生活のあり方について実践

研究を行うことになった。さらに、高島市（マキノ中）が財団法人滋賀県学校給

食会の「湖っ子食育推進支援事業」により、栄養教諭が中心となり学校が家庭や

地域の団体と連携協力しながら食育の推進に取り組んだ。 

６月「滋賀県食育推進計画～まるごと“おうみ”いただきますプラン～」が策

定され、平成 23 年度までの５年間を対象とした食育推進の基本となる計画が定

められた。 

平成 20年 県内に栄養教諭４名（小学校２、中学校２)が配置され、合計 15名になった。 

文部科学省委託事業「子どもの健康を育む総合食育推進事業」を東近江市（八

日市南小）、草津市（老上小）、西浅井町（西浅井中）が受け、家庭や地域と連携

した食育推進に取り組んだ。また、甲賀市（柏木小）は昨年度に引き続き、独立

行政法人日本スポーツ振興センターの「学校給食における学校・家庭・地域連携

推進事業」により、望ましい食生活のあり方について実践研究を行った。さらに、

県立草津養 

護学校が財団法人滋賀県学校給食会の「湖っ子食育推進支援事業」により、学校

が家庭や地域と連携協力しながら食育の推進に取り組んだ。 

 学校給食会斡旋物資に、滋賀県産小麦 100％の「近江うどん」の取扱が始まっ

た。 



                   

年  度 内       容 

平成 21年 県内に栄養教諭５名（小学校５）が配置され、合計 20名になった。 

文部科学省委託事業「栄養教諭を中核とした食育推進事業」を栗東市（葉山東小）

が受け、家庭や地域と連携した食育推進に取り組んだ。また、県立三雲養護学校

が財団法人滋賀県学校給食会の「湖っ子食育推進支援事業」により食育推進に取

り組んだ。 

 ６月、「東海・北陸・近畿ブロック学校給食研究協議会(文科省・12 府県参加)

を大津市で開催し、学校給食や食育について協議した。 

11 月、「第 60 回全国学校給食研究協議大会」を大津市で開催し、全国から約

900人の参加があり、「生きる力をはぐくむ食育の推進と学校給食の充実」をテー

マに研究協議が行われた。実践発表と８分科会において本県の栄養教諭・学校栄

養職員が取組を発表した。 

学校給食会が取り扱う米穀について、希望する市町へ地元産の米および米飯の

供給を開始した。 

 農林水産省事業「学校給食地場農畜産物利用拡大事業」により、希望する市町

が地場産物の利用拡大を図った。 

 

平成 22年  県内に栄養教諭７名（小学校６、中学校１）が配置され、合計 27名になった。 

 財団法人滋賀県学校給食会の「湖っ子食育推進支援事業」を長浜市教育委員会

が受け、市内の食育推進に取り組んだ。 

 「児童生徒の食事調査」を５年ぶりに実施し、小学校 25校、中学校 11校の児

童生徒の食生活状況や食物摂取状況について調査し、報告書をまとめた。 

 

平成 23年  県内に栄養教諭４名（小学校４）が配置され、合計 30名になった。 

 文部科学省委任事業「栄養教諭を中核とした食育推進事業」を湖南市（岩根小）

が受け、学校における食育推進体制の早期確立に取り組んだ。財団法人滋賀県学

校給食会の「湖っ子食育推進支援事業」を、平成 22 年度から引き続き、長浜市

教育委員会が受け、市内の食育推進に取り組んだ。 

 平成 19 年６月に策定された「滋賀県食育推進計画～まるごと“おうみ”いた

だきますプラン～」の計画終期を平成 24 年度までの６年間に延長することにな

った。 

 

平成 24年  県内に栄養教諭６名（小学校５、中学校１）が配置され、合計 35名になった。 

 公益財団法人滋賀県学校給食会の「湖っ子食育推進支援事業」を、彦根市（河

瀬小）が受け、学校が家庭や地域と連携した食育推進に取り組んだ。 

 東日本大震災における原子力災害により、学校給食においても、安全・安心の

確保が求められていることから、児童生徒等のより一層の安全・安心の確保の観

点より、文部科学省委託事業「学校給食モニタリング事業」を受けた。 

 平成 25 年３月に「（第２次）滋賀県食育推進計画」が改定され、平成 29 年度

までの５年間の計画が定められた。 

 

平成 25年  県内に栄養教諭７名（小学校７）が配置され、合計 39名になった。 

 文部科学省委任事業「栄養教諭を中核とした食育推進事業」を東近江市（蒲生

西小）が受け、学校における食育推進体制の早期確立に取り組んだ。公益財団法

人滋賀県学校給食会の「湖っ子食育推進支援事業」を、守山市（河西小）が受け、

学校が家庭や地域と連携した食育推進に取り組んだ。 

 



                   

年  度 内       容 

平成 26年  県内に栄養教諭４名（小学校１、中学校、特別支援学校１）が配置され、合計

43名になった。 

 公益財団法人滋賀県学校給食会の「湖っ子食育推進支援事業」を、近江八幡市

（武佐小）、高島市（マキノ西小）、日野町（日野中）、県立三雲養護学校が受け、

各学校の実態を踏まえ、学校が家庭や地域と連携した食育推進に取り組んだ。 

 公益財団法人滋賀県学校給食会においては、学校給食会斡旋物資に、滋賀県産

米 100％パスタの取扱が始まった。 

 

平成 27年 

 

 

 

 県内に栄養教諭５名（小学校３、特別支援学校２）が配置され、合計 48 名に

なった。 

 公益財団法人滋賀県学校給食会の「湖っ子食育推進支援事業」を、野洲市教育

委員会、県立八日市養護学校が受け、地域や学校の実態を踏まえ、家庭や地域と

連携した食育推進に取り組んだ。 

平成 28年 県内に栄養教諭４名（小学校３、特別支援学校 1 ）が配置され、合計 52 名にな

った。 

 公益財団法人滋賀県学校給食会の「湖っ子食育推進支援事業」を、近江八幡市

(八幡中学校)、県立野洲養護学校が受け、地域や学校の実態を踏まえ、家庭や地

域と連携した食育推進に取り組んだ。 

 公益財団法人滋賀県学校給食会において、11月に滋賀県産小麦 100％使用の学

校給食用滋賀の小麦パンが供給された。 

 琵琶湖の魚を学ぶ学校給食連携促進事業(滋賀県庁水産課)として、県内児童へ

の給食用材料の提供や出前授業の取組が実施された。  

 

平成 29年  県内に栄養教諭５名（小学校３、特別支援学校２）が配置され、合計 54名にな

った。公益財団法人滋賀県学校給食会の「湖っ子食育推進支援事業」を、彦根市

(河瀬小学校)、県立北大津養護学校が受け、地域や学校の実態を踏まえ、家庭や

地域と連携した食育推進に取り組んだ。 

平成 30 年３月に「（第３次）滋賀県食育推進計画」が改定され、平成 35 年度

までの６年間の計画が定められた。 

平成 30 年 県内に栄養教諭５名（小学校３、特別支援学校２）が配置され、合計 59 名に

なった。公益財団法人滋賀県学校給食会の「湖っ子食育推進支援事業」を、大津

市（瀬田東小学校）、長浜市（西浅井中学校）、日野町（桜谷小学校）、県立甲良

養護学校が受け、地域や学校の実態を踏まえ、家庭や地域と連携した食育推進に

取り組んだ。 

 学校給食への関西広域連合域内特産農林水産物の提供事業として、近江八幡市

立金田小学校で京都府産の「聖護院だいこん」が学校給食のおでんに提供され、

京都府の職員による出前授業が実施された。 

令和元年 県内に栄養教諭２名（中学校２）が配置され、合計 61 名になった。公益社団

法人滋賀県学校給食会の「湖っ子食育推進支援事業」を、長浜市（東中学校）、

日野町（桜谷小学校）、県立三雲養護学校が受け、地域や学校の実態を踏まえ、

家庭や地域と連携した食育推進に取り組んだ。 

公益財団法人滋賀県学校給食会において、６月および 11 月に滋賀県産小麦

100％使用の学校給食用滋賀の小麦パンが供給された。 

学校給食への関西広域連合域内特産物農林水産物の提供事業として、多賀町立

多賀小学校および大滝小学校で京都府産の「黒大豆 紫ずきん」が学校給食に提

供され、京都府の職員による出前授業が実施された。 



                   

年  度 内       容 

令和２年  県内に栄養教諭 1名（特別支援学校１）が配置され、合計 61名になった。 

 新型コロナウイルス感染症予防対策のため、令和２年３月２日より政府の要請

による全国の小中学校、高校、特別支援学校に対し一斉臨時休業となり、その後

緊急事態宣言等により大部分の学校において 5月末までの臨時休業が続いた。こ

れに伴い学校給食も休止となり、県内の多くの市町と県立学校は６月より給食が

開始された。学校再開後は、「学校における新型コロナウイルス感染症に関する

衛生管理マニュアル～学校の新しい生活様式～」に基づき、献立の工夫や感染リ

スクに配慮した食事の仕方、ICT を活用した食育が進められた。また、国産農畜

水産物を活用した学校給食の提供事業として、近江牛や近江しゃも、琵琶湖の魚

が学校給食に提供された。 

 公益社団法人滋賀県学校給食会の「湖っ子食育推進支援事業」を引き続き日野

町（桜谷小学校）が受け、地域や学校の実態を踏まえ、家庭や地域と連携した食

育推進に取り組んだ。 

 学校給食への関西広域連合域内特産物農林水産物の提供事業として、守山市立

の各小学校で京都府産の「黒大豆 紫ずきん」が学校給食に提供された。 

 

令和３年 県内に栄養教諭２名（小学校２）が配置され、合計 61名になった。 

公益社団法人滋賀県学校給食会の「湖っ子食育推進支援事業」を、彦根市（河

瀬小学校）、日野町（桜谷小学校）、県立甲良養護学校が受け、地域や学校の実態

を踏まえ、家庭や地域と連携した食育推進に取り組んだ。 

びわ湖の魚を学ぶ学校給食連携促進事業等（滋賀県庁水産課）として県内の児

童生徒への湖魚等の提供や出前授業の取組が実施された。また、「給食で食べて

知ろう！」滋賀の畜産物学校給食提供事業（滋賀県庁畜産課）として近江しゃも

が提供された。 

 学校給食への関西広域連合域内特産物農林水産物の提供事業として、愛荘町の

小中学校および県立八日市養護学校で京都府産の「聖護院大根」が学校給食に提

供された。 

公益財団法人滋賀県学校給食会において、６月および 11月、1月に滋賀県産小

麦 100％使用の学校給食用滋賀の小麦パンが供給された。 

 

令和４年 県内に栄養教諭４名（小学校３、中学校１）が配置され、合計 63名になった。 

公益社団法人滋賀県学校給食会の「湖っ子食育推進支援事業」を、日野町（桜

谷小学校）、県立長浜養護学校が受け、地域や学校の実態を踏まえ、家庭や地域

と連携した食育推進に取り組んだ。 

びわ湖のめぐみ食文化継承促進事業（滋賀県庁水産課）として県内の児童生徒へ

の湖魚等の提供や出前授業の取組が実施された。 

 学校給食への関西広域連合域内特産物農林水産物の提供事業として、７か所の

学校及び給食センターに京都府産の「聖護院大根・九条ねぎ・水菜」が学校給食

に提供された。 

公益財団法人滋賀県学校給食会において、４月から全て滋賀県産小麦 100％使

用の学校給食用滋賀の小麦パンが供給された。 

 

 

 

 

 



                   

年  度 内       容 

令和５年 県内に栄養教諭６名（小学校２、中学校３、特別支援学校１）が配置され、合計

67名になった。 

６月、「東海・北陸・近畿ブロック学校給食研究協議会(文科省・全給連・12

府県参加)を大津市で開催し、学校給食や食育について協議した。 

公益社団法人滋賀県学校給食会の「湖っ子食育推進支援事業」を、近江八幡市

（武佐小学校）、日野町（桜谷小学校）、県立盲学校が受け、地域や学校の実態を

踏まえ、家庭や地域と連携した食育推進に取り組んだ。 

びわ湖のめぐみ食文化継承促進事業（滋賀県庁水産課）として県内の児童生徒

への湖魚等の提供や出前授業の取組が実施された。 

 学校給食への関西広域連合域内特産物農林水産物の提供事業として、５か所の

学校及び給食センターに京都府産の「万願寺とうがらし・紫ずきん・九条ねぎ・

水菜・えびいも」が学校給食に提供された。 

 

令和６年 県内に栄養教諭３名（小学校２、中学校１）が配置され、合計 68名になった。 

公益社団法人滋賀県学校給食会の「湖っ子食育推進支援事業」を、近江八幡市

（武佐小学校・安土小学校）、日野町（桜谷小学校）、県立聾話学校が受け、地域

や学校の実態を踏まえ、家庭や地域と連携した食育推進に取り組んだ。 

学校給食へ納品する近江牛の食材費に対し補助を行う近江牛学校給食等提供

事業（滋賀県畜産課）が実施され、県内すべての市町および特別支援学校で活用

された。また、びわ湖のめぐみ食文化継承促進事業（滋賀県庁水産課）として県

内の児童生徒への湖魚等の提供や出前授業の取組が多数実施された。 

 学校給食への関西広域連合域内特産物農林水産物の提供事業として、６か所の

学校及び給食センターに京都府産の「九条ねぎ・京水菜・さわら・トビウオ」が

学校給食に提供された。 

 

 

 

 

 


